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組織財政改革特別委員会

　組織財政改革特別委員会（以下「委員会」という。）は、会長より東京都宅地建物取引業協会（以下「協
会」という。）の中長期・安定的な組織運営のための組織財政改革案を策定し、答申するよう諮問を受け、令和
2年6月23日付にて設置されました。
　答申は令和2年12月20日迄に行うよう指定があり、委員会は直ちに答申（案）策定のための活動を開始し、
新体制移行のスケジュール（案）の作成に着手し、概要を決定しました。
　新体制への完全移行には多くの課題が想定されるため、令和5年度は、32支部体制から一気に新体制に
移行するのではなく、形式的な12ブロック体制とし、諸課題への対応を行いながら令和6年度から新体制への
完全移行を目指すことに致しました。
　令和5年度は、形式的に新体制に移行するのに伴い、予算は新設ブロックへの交付を予定しています。

　委員会は実質協議に入り、新組織体制の骨格（案）を協議し新体制のブロック編成及びエリア編成が決定
され、これに基づき詳細事項の協議に移行しました。

　令和２年７月９日～令和２年12月４日迄、7回の委員会を開催し、答申すべき成案を決定したことにより、令和
２年12月４日付にて会長宛答申書を提出しました。
　答申書の内容については常務理事会・理事会の可決承認を経て社員総会の議題に付されることになり、令
和３年５月27日に開催された第10回社員総会におきまして、ブロック・エリアの編成（案）が可決承認され、定款
及び定款施行規則が改正されました。

1 組織財政改革特別委員会の発足

2 新体制の骨格

3 答申書の提出

1 ブロックの編成
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令和２年７月末日現在の正会員数で算出

 ブロック名  ブロック正会員数 現支部名 正会員数
① 第一ブロック 1,766 千代田中央  1,766

⑥ 第六ブロック 1,272 港  1,272
⑦ 第七ブロック 1,096 新宿  1,096
⑧ 第八ブロック 1,019 渋谷   1,019

② 第二ブロック 1,015
江東
江戸川
葛飾

 250
 457
308

③ 第三ブロック 1,002
台東
墨田
足立

 407
 237
358

④ 第四ブロック 1,036
文京
荒川
豊島

 234
 157
645

⑤ 第五ブロック 1,234
品川
大田
目黒

 432
 432
370

 ブロック名  ブロック正会員数 現支部名 正会員数

⑨ 第九ブロック 1,126
北
板橋
練馬

  230
426
470

⑩ 第十ブロック 1,461
世田谷
杉並
中野

  636
499
326

⑪ 第十一ブロック 1,101

武蔵野中央
北多摩
国分寺国立
調布狛江
府中稲城

  369
318
123
155
136

⑫ 第十二ブロック 1,123

立川
西多摩
南多摩
八王子
町田

  327
185
109
283
219

14,251

　ブロックの編成は、正会員
数を概ね1000名～1400名の
範囲に収め（但し、第一ブロッ
ク〈現・千代田中央支部〉は
1 7 0 0余名。）ブロック交付金
額の大きな格差を極力解消
し、理事・社員数の均一化を図
りました。

令和２年７月末日現在の正会員数で算出

エリア名 エリア
正会員数 ブロック名 ブロック

正会員数

東京
第一エリア 4,819

第一ブロック 1,766
第二ブロック 1,015
第三ブロック 1,002
第四ブロック 1,036

東京
第二エリア 4,621

第五ブロック 1,234
第六ブロック 1,272
第七ブロック 1,096
第八ブロック 1,019

東京
第三エリア 4,811

第九ブロック 1,126
第十ブロック 1,461
第十一ブロック 1,101
第十二ブロック 1,123

14,251

2 エリアの編成

　エリアは、会長候補を始めとする本部役員候補者の推
薦を行う機関であるため、3エリアのそれぞれの会員数が
ほぼ均一となるように編成しました。
　これにより、エリア所属会員の選挙に関する平等性が
確保されることになります。新設のエリアでは、従前のブ
ロックのように相談や研修及び親睦等の業務は開催せ
ず、本部役員候補者の推薦業務のみを行うことになりま
す。そのため、エリア運営に必要な経費は本部からの交
付はなく、エリアを構成する各ブロックの均等負担となり
ます。

4 ブロック協議会の設置
　令和3年6月11日第4回委員会におきまして、新ブロック構成支部による協議機関としてブロック協議会の設
置が可決承認され、今後の新ブロック体制に移行するための諸課題を処理することになりました。
　ブロック協議会の構成員には、原則として各支部の支部長及び幹事長が就任しました。
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6 「支部保有の遊休財産と特定資産」の取扱い
　支部保有の遊休財産は、長引く新型コロナの感染拡大防止策の徹底により、各支部の大半の事業執行が
不可能となった結果、遊休財産が増加し1支部を除き、31支部が保有限度額を超過することになりました。（令和
２年度決算）

　協会の現状は「公益財務三基準」の内、③の遊休財産保有限度額が基準をオーバーする可能性があるた
め、年度末迄に是正することになります。
　このような状況の中で、協会財政の健全性を図るため組織改革と併せ、「支部保有の遊休財産・特定資産処
理に関するガイドライン」を作成し、令和3年9月13日開催の第8回委員会においてガイドラインに基づいた「遊休
財産」及び「特定資産」の取扱いに関する事務処理説明書（案）を作成しました。
　上記事務処理説明書（案）は令和3年9月17日に「支部長説明会」を開催し、原案の詳細説明を行い、令和3
年9月22日開催の第3回理事会にて可決承認され、「遊休財産」及び「特定資産」の取扱いが確定しました。

1 支部の遊休財産の一部を新設ブロック事務所設置に関する費用に充当する。
ブロック事務所設置に関する総費用は、各ブロック2,000万円とし、各支部の負担額は支部所属会員数により
按分した割当額とする。
各支部の割当負担額は、令和3年度末迄に支部会計において支部保有の遊休財産の中から特定資産（事務
所移転等準備積立資金）に振替える。
前項で振替えた特定資産は令和4年7月中旬迄に本部の指定口座に振り込む。
ブロック事務所設置に関する費用のすべては本部が負担する。
支部において「事務所移転等準備積立資金」の「特定資産」を既に計上している場合はその特定資産から按
分割当額を本部の指定口座に振り込み、「特定資産」の計上額が按分割当額より少ない場合は、その不足分
を遊休財産から積み増して本部に振り込む。
支部に残すことのできる遊休財産の保有限度額は、決算により確定した公益目的事業の年間費用相当額と
する。
前項による保有限度額以上の遊休財産がある支部については、その超過額を令和4年7月中旬迄に本部指定
口座に振り込む。
前項の場合で、支部より本部に繰り入れた残余遊休財産は、本部の特定資産（事務所移転等準備積立資金、
システム整備資金等）として積立をする。
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支部の特定資産で「事務所移転等準備積立資金」以外の内、支出計画等が明確であるものはその取崩し計
画に従い、令和5年度まで事業執行を行うが、年度末で支部が統合されるため、令和5年度末において、支部
特定資産に残余がある場合は本部指定の口座に振替える。
支出計画のない特定資産は支出計画を立て、本部理事会の承認を得た上で、事業執行を行う。
特定資産の科目変更はその理由を説明し、理事会の承認を得て行う。

1

2
3
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公益目的事業比率　50％以上
収支相償　　　　公益目的事業会計の総収入額　公益目的事業会計の総支出額
遊休財産保有制限　１年分の公益目的事業支出額　遊休財産保有額

1
2
3

＜=
＜=

〈公益財務三基準〉

　社員総会の議決を経て、定款及び定款施行規則の改正に基づき12ブロック・３エリア体制の規程及び規約
（案）の作成を開始し、諸手続きを経て、令和3年11月19日第4回理事会において、ブロック規程及びエリア規
約が可決承認され、新体制の概要が確定しました。

5 ブロック規程及びエリア規約の制定

現支部別「会員数・理事・社員・支部役員」と「新ブロック役員等」対比表

※令和３年７月末会員数

遊休財産の取扱い

特定資産の取扱い

※注 令和6年度からは、ブロックには特定資産の保有はなく、保有限度額までの遊休財産のみが存在することになる。
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　新春を迎え、謹んで新年のご挨拶を申し上げ
ます。
　東京都宅地建物取引業協会及び会員の皆
様方には、日頃より東京都の住宅行政に格別の
ご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
　新型コロナウイルス感染症の流行は、都民の
生活に大きな影響を与えるとともに、生活環境や
自然の豊かさを求めて郊外の居住地を選択す
る動きが見られるなど、住まいの選択にも影響を
与えています。
　また、近年、集中豪雨や台風等により、住宅へ
の甚大な被害が毎年のように発生しています。
今後とも、災害応急対策など貴協会との連携を
深めながら、災害時における安全な居住の確保
に向けて一層取り組んでまいります。
　こうした災害の原因に気候変動があることが
指摘されており、住宅行政においても気候変動
につながる温室効果ガスの排出を抑制する取
組が求められています。
　また、令和２年３月に「東京マンション管理・再
生促進計画」を策定し、同年４月には「東京にお
けるマンションの適正な管理の促進に関する条
例」に基づき、管理状況届出制度を開始しまし
た。老朽マンション等の適正な管理から再生まで
の切れ目のない支援に向けて様々な施策展開を
図ってまいります。
　都内の空き家率は、約１０．６％と全国比較で
は低い割合ですが、空き家数は約８１万戸あり、
都としても空き家対策は重要な課題です。地域
の実情を把握している区市町村等と連携して取

り組むとともに、都民の意識啓発も含めて、今後
とも施策を着実に進めてまいります。民間賃貸住
宅における、高齢者や障害者、子育て世帯等住
宅確保要配慮者への居住支援についても、東
京ささエール住宅の登録促進など、取組の充実
に引き続き努めてまいります。
　宅地建物取引業に関しては、昨年７月、都
ホームページでチャットボットを開始したほか、８
月に実施した貴協会会員アンケートを踏まえ、事
務負担を軽減し、利便性をより高める方向で、国
や他県と連携しながら、行政手続のオンライン化
など、デジタルトランスフォーメーションの推進に
向けた取組を順次進めます。また、今年４月民法
改正施行による成人年齢引下に係る周知など、
宅地建物取引業法の適正な運用の確保を通
じ、都民が安心して取引できる環境の整備に取
り組んでまいります。　
　昨年末に東京都住宅政策審議会より「成長と
成熟が両立した未来の東京に相応しい新たな
住宅政策の展開について」の答申を受けました。
　東京都は、頂いた答申を踏まえ、住宅政策を
取り巻く様々な課題を克服し、成長と成熟が両
立した未来の東京に相応しい新たな住宅政策
の展開に向けて、本年３月に住宅マスタープラン
の改定を行う予定です。今後とも東京都の住宅
行政にご理解、ご協力を賜りますよう、よろしくお
願いいたします。
　結びに、貴協会の益々のご発展と会員の皆様
のご健勝、ご繁栄を祈念いたしまして、新年のご
挨拶とさせていただきます。

東京都住宅政策本部長

新年のご挨拶

榎本 雅人

成長と成熟が両立した
未来の東京に相応しい
新たな住宅政策の展開に向けて

7 令和４年社員総会までの委員会等活動予定

8 来期（令和４年度）の組織財政改革について
　令和４年度は新しい役員体制により組織財政改革特別委員会が発足し「組織財政改革」が継続されるこ
とになりますが、令和6年度の新体制完全移行に向けて、行うべき作業は山積しています。一つ一つ課題を処
理して着実に前進していくことが求められます。

　以上が令和2年度・3年度の委員会活動の概要報告となります。
会員の皆様におかれましては、今後とも組織財政改革の趣旨をご理解のうえ、
改革業務の遂行にご協力頂くようお願い申し上げます。

〈処理課題の主な項目〉

1
2

4

5

3

ブロック事務所の設置
会員管理システムの構築
会費徴収システムの構築
ＩＴ（インフォメーション・テクノロジー）を活用したＷＥＢ会議の導入や
ファックスの廃止等による広域ブロックの業務執行の最適化
ペーパレス化の推進による本部・支部及び委員会における事務処理の効率化

開催年月日（令和４年） 協議項目等  本部予定

1月14日（金）委員会 ブロック事務所開設ガイドライン、ブロック事務所開設事前受付開始、事務所移
転等準備積立資金の事務手続き周知徹底、ブロック規程に基づく細則の策定

●

2月10日（木）委員会

2月25日（金）委員会

定款・定款施行規則の洗い出し●

ブロック細則の決定、令和4年度・5年度委員会活動策定、会員管理台帳の整
備準備、会費徴収システム構築の準備

●

常務理事会

4月21日（木）委員会
4月22日（金）理事会

ブロック事務所賃貸契約開始について● 常務理事会
理事会

5月9日（月）委員会
5月10日（火）理事会
5月30日（月）社員総会

総括協議● 常務理事会
理事会
社員総会

3月８日（火）委員会

3月17日（木）理事会

3月24日（木）委員会

ブロック細則の承認●

社員総会承認事項の確定●

事務所移転費用準備金（特定資産）の本部送金確認等
令和4年度・5年度委員会活動確定

●
●

常務理事会

理事会
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